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総務省

（単位：百万円）
平成２２年度 平成２３年度
当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

0001 国際会議等に必要な経費（分担金・拠出金） 12 12 12 3 ▲9 

0001-1 01-1 国際行政学会分担金 10 10  現行または見直し案どおり 9 9 - 

0001-2 01-2 行政における情報技術の国際会議（ＩＣＡ)分担金 0.4 0.4  現行または見直し案どおり 0.3 0.6 0 

0001-3 01-3 国際統計協会分担金 0.3 0.3  現行または見直し案どおり 0.3 0.2 ▲0 

0001-4 01-4 経済協力開発機構拠出金 1.3 1.3  現行または見直し案どおり 1.3 1.2 ▲0 

0001-5 01-5 アジア地域行政会議等分担金 0.7 0.7  現行または見直し案どおり 1.2 1.2 - 

0002 総務省本省施設整備費（総務省第二庁舎施設整備事業） 178 134 
 更なる見直し、改善が必要
（最低限の措置に限定）

177 87 ▲90 ▲90 
・危険回避のための最低限の措置に
限定

0003 総務省本省施設整備費（沿岸測定用簡易型鉄塔施設） 36 34  現行または見直し案どおり 3 3 - 

0004 人事管理推進事業 265 120 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

163 139 ▲24 ▲19 

・官民人事交流推進会議、公平審理
研究会を廃止したほか、庁費等につ
いて、執行実績も踏まえた精査を行
い、予算を縮減

0005 行政管理実施事業（総務本省） 123 94 
 更なる見直し、改善が必要
（事業の見直し）

132 101 ▲31 ▲39 

・２３年度は委託調査研究は行わな
いこととし、必要な調査は職員等が
行うこととしたり、公益法人支出で
ある行政情報総合案内センターの管
理運営請負契約を終了すること等に
より、２３年度概算要求額を縮減

0006 行政評価等実施事業（総務本省） 143 96 
 更なる見直し、改善が必要
（事業の見直し）

130 101 ▲29 ▲33 

・政策評価に係る調査研究事業及び
研修事業並びに行政相談に係る調査
研究を始めとした既存事業を見直
し、これらに要する経費を縮減

0007 地方行政制度の整備に必要な経費（地方分権振興経費、市町村合併推進経費除く。） 89 32  現行または見直し案どおり 69 114 45 

0008 地方分権の振興に要する経費 141 140  現行または見直し案どおり 211 246 35 

0009 市町村の合併に推進に必要な経費 8,832 8,793 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

5,421 4,337 ▲1,084 ▲1,084 
・今後交付すべき補助金残額を考慮
し、２３年度の要求額を見直し

0010 地域振興に必要な経費（緑の分権改革推進経費、過疎地域振興対策経費、定住自立圏構想推進費除く。） 215 124 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

146 134 ▲12 ▲12 ・事業の精査及び積算の見直し

0011 「緑の分権改革」の推進に要する経費 3,904 -  現行または見直し案どおり 157 2,328 2,171 

0012 過疎地域振興対策に要する経費 556 324 
 更なる見直し、改善が必要
（事業の見直し）

644 526 ▲118 ▲118 
・事業の整理統合
・積算の見直し

0013 定住自立圏構想推進費 10,067 4,705  現行または見直し案どおり 67 110 43 

0014 地方財政制度の整備に必要な経費 69 38 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

64 46 ▲18 ▲18 ・積算の見直し

0015 地方税制度の整備に必要な経費 48 33 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

41 34 ▲7 ▲7 ・事業の精査及び積算の見直し

0016 選挙制度等の整備に必要な経費
（国民投票準備経費除く。） 549 430 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

299 226 ▲73 ▲68 ・明るい選挙推進委託費の見直し

0017 ○ 静岡県選挙区及び神奈川県選挙区選出の参議院議員の補欠選挙に必要な経費 0 3,075  更なる見直し、改善が必要 - - - （補欠選挙実施の年度限り）

0018 国民投票制度の準備等に必要な経費 4,694 4,441 
 廃止
（２２年度限り）

2,123 - ▲2,123 

0019 衆議院議員総選挙に必要な経費 67,707 59,844  現行または見直し案どおり - - - （衆議院議員選挙実施の年度限り）

0020 最高裁判所裁判官国民審査に必要な経費 622 585  現行または見直し案どおり - - - 
（最高裁判所裁判官国民審査実施の
年度限り）

№
公開プ
ロセス
対象

執行額
（支出済額）

予算監視・効率化チームの所見
（概要）

平成２１年度
予　算　事　業　名（単　位）

行政事業レビュー点検結果の平成２３年度概算要求への反映状況について

Ｃのうち反映額 反映内容
差引き

補正後予算額

公表用様式
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総務省

（単位：百万円）
平成２２年度 平成２３年度
当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ
№

公開プ
ロセス
対象

執行額
（支出済額）

予算監視・効率化チームの所見
（概要）

平成２１年度
予　算　事　業　名（単　位）

行政事業レビュー点検結果の平成２３年度概算要求への反映状況について

Ｃのうち反映額 反映内容
差引き

補正後予算額

公表用様式

0021 人事関係事務システム化推進事業 44 44  廃止 81 - ▲81 ▲81 ・廃止

0022 給与事務処理システム運用事業 49 44  現行または見直し案どおり 23 21 ▲2 
（新システムへの移行に係る経費の
みを要求）

0023 全省庁統一参加資格審査実施等事業 4 4  現行または見直し案どおり 5 4 ▲1 

0024 共済事務処理システム運用事業 10 8 
 廃止
（共済組合共同のシステムの設置・
運用のため）

10 - ▲10 

0025 電子入札・開札システム運用事業 66 61 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

60 53 ▲7 ▲7 ・積算の見直し

0026 情報システム高度化等推進事業 292 267 
 更なる見直し、改善が必要
（体制、業務等を見直し）

259 194 ▲65 ▲65 
 ・ＣＩＯ補佐官の体制、ＣＩＯ補
佐官支援業務、情報セキュリティ業
務等を見直し

0027 ○ 総務省ＬＡＮ整備・運用事業 2,383 2,119  更なる見直し、改善が必要 2,085 2,023 ▲62 ▲62 
・新たに必要となる経費について積
算を十分に精査のうえ、必要となる
額を要求するよう見直し

0028 インターネット利用申請・届出システム開発整備事業 393 342 
 更なる見直し、改善が必要
（事業の抜本的見直し）

234 97 ▲137 ▲137 ・電子申請・届け出システムの廃止

0029 総務省ホームページ運営事業 79 76 
 更なる見直し、改善が必要
（事業の見直し）

74 84 10 ▲8 

・①ウエブサーバーの容量の削減、
②CMS利活用の促進によるコンテン
ツ作成費用の抑制、③メールマガジ
ンの廃止等

0030 電子政府関連事業（行政効率化） 3,654 3,532 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

4,990 4,488 ▲502 ▲130 

・政府認証基盤運営に係る企画・立
案の支援の廃止
・共同利用システム基盤における新
規参画システムの見直し
・共同利用システム基盤における必
要回線数の見直し

0031 ○ 電子政府関連事業（国民利便生向上・行政透明化） 1,713 1,700  事業の継続について再検討が必要 1,033 914 ▲119 ▲119 
・府省HP検索及び電子申請体験シス
テムの廃止
・電子政府推進員協議会会議の廃止

0032 地方行政情報化推進に必要な経費 3,524 978 589 480 ▲109 

0032-1 ○ 32-1　次世代公的個人認証サービス等研究・開発事業 110 75 
 更なる見直し
（予算を半減～１／３に縮減、調査
研究は利便性に特化

71 16 ▲55 ▲55 
・更なる利便性向上のため、民間で
の利用拡大に必要な技術基準等に関
する調査研究を実施

0032-2 32-2　住民基本台帳ネットワークシステムセキュリティ対策経費 11 2  現行または見直し案どおり 5 8 3 

0032-3 32-3　新たな住基カード技術開発経費 35 6 
 更なる見直し、改善が必要
（事業の見直し）

31 18 ▲13 ▲13 
・住基カードの利便性向上のために
必要な施策について見直し

0032-4 32-4　外国人台帳ネットワークシステム調査検討経費 46 20 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0032-5 32-5　電子自治体構築促進経費 24 14 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0032-6 32-6　行政情報管理等経費 101 99 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

106 89 ▲17 ▲17 ・事業の精査及び積算の見直し

0032-7 32-7　電磁的記録式投票導入支援経費 50 - 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

36 12 ▲24 ▲24 ・事業の精査及び積算の見直し

0032-8 32-8　政治資金・政党助成関係申請・届出オンラインシステム運営等経費 545 205 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

116 103 ▲13 ▲5 ・積算の見直し

0032-9 32-9　地方財政決算情報管理システム運営等経費 198 180 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

224 208 ▲16 ▲16 ・積算の見直し

0032-10 32-10　自治体クラウドの開発実証 2,005 -  現行または見直し案どおり - 27 27 

0032-11 32-11　オンライン申請サポート事業 400 377 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 
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総務省

（単位：百万円）
平成２２年度 平成２３年度
当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ
№

公開プ
ロセス
対象

執行額
（支出済額）

予算監視・効率化チームの所見
（概要）

平成２１年度
予　算　事　業　名（単　位）

行政事業レビュー点検結果の平成２３年度概算要求への反映状況について

Ｃのうち反映額 反映内容
差引き

補正後予算額

公表用様式

0033 政府調達（公共事業を除く）手続きの電子化に向けたシステム開発等 818 16 
 更なる見直し、改善が必要
（事業の見直し）

1,046 331 ▲715 ▲715 
・ハード整備費の廃止、ソフト設
計・開発費の見直し。

0034 ○ 準天頂衛星システムの研究開発 1,529 1,527 
 事業のアウトカムの在り方も含め
抜本的見直し

1,063 638 ▲425 ▲425 

・内閣官房の総合調整の下、関係府
省が連携してアウトカムの在り方を
含む検討をするため、準天頂衛星に
関するPTを設置し検討を実施
・時刻比較技術の実証実験実施の経
費等の見直し

0035 ○ 戦略的情報通信研究開発推進制度 2,179 2,144 
 更なる見直し、改善が必要
（評価指標の見直しを進める）

1,787 1,672 ▲115 ▲115 
・平成22年度執行から評価項目、追
跡調査等の効果検証を見直し。公募
研究の経費等の見直し。

0036 地球温暖化対策ICTイノベーション推進事業 390 356  現行または見直し案どおり 566 1,037 471 

0037 研究開発推進体制の整備 27 16  現行または見直し案どおり 20 20 - 

0038 情報通信分野における標準化活動の強化 106 96  現行または見直し案どおり 169 168 ▲1 

0039 情報通信ネットワークの高度化に伴う相互接続検証事業 29 19 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0040 次世代ネットワーク時代の技術標準等の在り方に関する調査研究 18 16 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0041 ネットワーク統合制御システム標準化推進事業 6,897 - 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0042 ○ ユビキタス・プラットフォーム技術の研究開発 1,276 1,257  廃止に近い見直し 1,032 - ▲1,032 ▲1,032 ・廃止

0043 消費エネルギー抑制ホームネットワーク技術の研究開発 725 482 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0044 次世代バックボーンに関する研究開発 1,018 1,018 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0045 超高速光伝送システム技術の研究開発 4,906 4,881 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0046 セキュアクラウドネットワーキング技術の研究開発 3,135 3,103 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0047 低消費電力型通信技術等の研究開発（エコインターネットの実現） 475 473 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0048 グリーンＩＣＴ研究開発（グリーンネットワーク技術の研究開発） 1,081 - 
 廃止
（２２年度で廃止）

- - - 

0049 高齢者・障害者のためのユビキタスネットワークロボット技術の研究開発 550 508  現行または見直し案どおり 739 750 11 

0050 眼鏡の要らない３次元映像技術の研究開発 822 797 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0051 スパムメールやフィッシング等サイバー攻撃の停止に向けた試行 596 590 
 廃止
（２２年度で廃止）

547 - ▲547 

0052 経路ハイジャックの検知・回復・予防に関する研究開発 157 156 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0053 情報漏えい対策技術の研究開発 902 902 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0054 宇宙通信技術の将来展望に関する調査研究 10 10 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0055 独立行政法人情報通信研究機構　運営費交付金 34,200 34,200  現行または見直し案どおり 30,900 34,698 3,798 

0056 独立行政法人情報通信研究機構　施設整備費補助金 5,080 47  現行または見直し案どおり 60 60 - 

0057 ○ ユビキタス特区事業の推進 5,248 7,532  廃止を前提とした全面的見直し 1,605 811 ▲794 ▲794 

・本施策は、今年度をもって事業廃
止し、これに代わり、国が解決すべ
き課題分野のソリューションを募集
する「新ＩＣＴ利活用サービス創出
支援事業」を開始

0058 ICTによる社会・経済の構造改革の推進に関する調査研究 56 42 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

45 36 ▲9 ▲9 
・「通信・放送の融合・連携への対
応」に係る経費の見直し

0059 地域ICT利活用モデル構築事業 1,390 2,935 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 
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差引き

補正後予算額

公表用様式

0060 地域情報プラットフォーム推進事業 590 565 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0061 ユビキタスタウン構想推進事業 11,857 10,832 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0062 ふるさとケータイ創出推進事業 150 271  廃止 75 - ▲75 ▲75 ・廃止

0063 メディアリテラシー向上のための調査・開発、啓発活動の展開 51 39 
 更なる見直し、改善が必要
（調査項目の見直し）

49 47 ▲2 ▲2 ・調査項目の見直し

0064 情報通信分野のベンチャー企業支援 166 52 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0065 情報通信人材研修事業支援制度 110 94 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0066 最先端ネットワーク技術を活用した遠隔教育システムの開発・実証 280 224 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

175 100 ▲75 ▲75 ・人件費及び設備費の見直し

0067 ○ 字幕番組・解説番組等の制作促進 424 424 
 事業の見直し
（効果的・効率的な取組を検討）

429 410 ▲19 ▲19 
・普及状況等を踏まえ、効果的に助
成を行うための経費の見直しを実
施。

0068 ○ 身体障害者向け通信・放送役務の提供、開発等の推進 80 57  一層の改善が必要 80 80 - 
・事業対象者の需要を施策に反映す
る仕組みの導入。

0069 デジタル・コンテンツの流通促進に関する調査研究 14 11 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0070 コンテンツ取引市場形成に関する実証実験 104 99 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0071 多様なネットワーク環境におけるIPTV伝送技術の実証 316 294  廃止 220 - ▲220 ▲220 ・廃止

0072 デジタル文明開化プロジェクト 30 22  現行または見直し案どおり 15 50 35 

0073 調達総合情報システムの機器の借入経費 11 11 
 廃止
（２２年度で廃止）

2 - ▲2 

0074 電気通信行政情報システム基盤の維持運用 531 423  現行または見直し案どおり 444 435 ▲9 

0075 ICT社会における苦情・相談及び紛争処理体制の整備・充実 16 14 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

20 20 - 
・システムの保守に係る費用を見直
し

0076 情報通信統計データベースの整備 39 18 
 廃止
（２２年度で廃止）

11 - ▲11 

0077 非常時における通信確保のための情報伝達ネットワークの維持運用 18 17  現行または見直し案どおり 8 8 - 

0078 電子行政サービス等へのアクセス手段の多様化に関する調査研究 65 61 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0079 生産性向上のためのICT共通基盤整備 87 64 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0080 健康情報活用基盤実証事業 184 182  廃止 149 - ▲149 ▲149 ・廃止

0081 ユビキタス健康医療技術推進事業 70 53 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

189 149 ▲40 ▲40 ・設備購入等に係る経費の見直し

0082 テレワーク共同利用型システムの実証実験 300 473  廃止 198 - ▲198 ▲198 ・廃止

0083 安全運転支援情報通信システム実用化のための調査及び実証 142 135 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0084 低炭素社会実現ICT推進事業 90 87 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0085 環境負荷軽減型地域ＩＣＴシステム基盤確立事業 1,999 - 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0086 ＩＣＴふるさと元気事業 6,502 - 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0087 情報通信政策のための総合的な調査研究 84 100  現行または見直し案どおり 83 112 29 

0088 地域情報通信基盤整備推進事業(地域情報通信基盤整備推進交付金） 87,154 11,284 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0089 地域情報化の推進方策に関する調査研究（本省） 25 20  現行または見直し案どおり 20 20 - 

0090 超高速アクセス網の構築に向けた調査研究 32 13 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0091 デジタル時代における放送政策に関する調査研究 38 35  現行または見直し案どおり 38 38 - 

0092 映像国際放送の推進のための調査研究 16 13  現行または見直し案どおり 25 25 - 
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0093 国際放送の実施 1,053 1 053  現行または見直し案どおり 953 945 ▲8 

0094 映像国際放送の実施 2,454 2,454  現行または見直し案どおり 2,454 2,454 - 

0095 アフリカ支援関連番組発信促進事業の推進 37 36  廃止 37 - ▲37 ▲37 ・廃止

0096 国際普及型デジタル放送方式の開発 44 43  廃止 44 - ▲44 ▲44 ・廃止

0097 通信・放送融合サービス基盤となる電気通信システム開発の総合的支援 43 43 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0098 環境へ配慮した地上デジタル放送対応機器への買換え促進 148,367 148,367 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0099 地域イントラネット基盤施設整備事業 8,940 1,658 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0100 電気通信事業における公正競争ルール整備に関する調査研究 44 34  現行または見直し案どおり 41 41 - 

0101 電気通信番号に関する調査研究 21 18  現行または見直し案どおり 20 20 - 

0102 電気通信事業における料金政策等に関する調査研究 50 42  現行または見直し案どおり 47 47 - 

0103 インターネットに関する総合的な調査研究 39 35  現行または見直し案どおり 35 35 - 

0104 ネットワーク位置情報の活用等によるトラヒックの経路制御に関する実証実験 77 83  廃止 77 - ▲77 ▲77 ・廃止

0105 IPｖ６インターネットの運用技術習得のためのテストベッド整備 360 336 
 廃止
（２２年度で廃止）

359 - ▲359 

0106 電気通信消費者保護に関する調査研究（本省） 34 23 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

29 25 ▲4 ▲5 
・電気通信サービスモニター調査費
を廃止、広報。啓発費を削減

0107 特定電子メール等送信適正化業務委託 180 133 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

179 159 ▲20 ▲20 ・システム運用経費の見直し

0108 インターネット上の違法・有害情報対応相談業務等の請負 39 37 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

39 37 ▲2 ▲2 ・相談員人件費の見直し

0109 ネット有害環境から青少年を守る緊急対策事業 90 89 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0110 電子署名及び認証業務に関する調査研究 53 41  現行または見直し案どおり 45 45 - 

0111 情報セキュリティの高度化に関する調査研究 54 32  現行または見直し案どおり 39 39 - 

0112 マルウェア配布等危害サイト回避システムの実証実験 240 229  現行または見直し案どおり 219 219 - 

0113 特定無線設備等に係る市場調査の実施 14 13  現行または見直し案どおり 12 12 - 

0114 相互承認協定（MRA)推進のための各国基準認証制度調査及び研修会等 11 7  現行または見直し案どおり 10 10 - 

0115 電波監視施設の整備・維持運用及び電波監視業務等の実施（本省） 3,863 3,677  現行または見直し案どおり 3,902 4,417 515 

0116 総合無線局監理システムの構築と運用（本省） 6,066 5,139 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

5,943 5,815 ▲128 ▲128 ・運用コストの見直し

0117 電波資源拡大のための研究開発等 11,355 10,787  現行または見直し案どおり 10,669 12,026 1,357 

0118 ○ 電波の安全性に関する調査等 1,233 1,130  廃止を含めた全面的な見直し 1,195 900 ▲295 ▲295 

・中長期的な目標を明確化し、その達
成に向けて各年度に行うべき研究課題
を全面的に見直し、ＷＨＯ優先研究課
題に該当しない課題等を廃止

0119 地上放送のデジタル化に伴うアナログ周波数変更対策 12,016 10,842  廃止 450 - ▲450 ▲450 ・廃止

0120 無線システム普及支援事業（携帯電話等エリア整備支援事業）（本省） 18,921 3,838 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

6,580 5,799 ▲781 ▲781 ・整備箇所の見直し

0121 無線システム普及支援事業（地上デジタル放送への完全移行のための送受信環境整備事業）（本省） 29,812 13,414  現行または見直し案どおり 24,373 33,870 9,497 

0122 電波遮へい対策事業 2,958 1,909 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

2,075 2,000 ▲75 ▲75 ・整備箇所の見直し

0123 周波数の使用等に関するリテラシーの向上（本省） 199 161 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

223 187 ▲36 ▲36 
・電波の安全性に関するリテラシー
向上に係る経費の見直し

0124 標準電波による無線局への高精度周波数の提供 543 499 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

508 503 ▲5 ▲5 ・購入機器等の見直し
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0125 国際会議への対応 56 56  現行または見直し案どおり 86 149 63 

0126 情報通信分野における海外との人材交流の推進 19 17  現行または見直し案どおり 17 30 13 

0127 情報通信分野における国際協力担当者の育成 27 15 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0128 国際電気通信連合（ITU）分担金 877 877  現行または見直し案どおり 871 842 ▲29 

0129 IGF（国連インターネットガバナンスフォーラム）に対する拠出金 11 11 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0130 国際電気通信連合（ITU)等拠出金 55 52  現行または見直し案どおり 44 43 ▲1 

0131 経済協力開発機構（OECD）への拠出 27 27  現行または見直し案どおり 26 32 6 

0132 アジア・太平洋電気通信共同体（ＡＰＴ）分担金 38 35  現行または見直し案どおり 35 34 ▲1 

0133 アジア・太平洋電気通信共同体（APT)拠出金 198 198  現行または見直し案どおり 181 177 ▲4 

0134 ICT発展に向けた日ASEAN共同調査・研究事業 10 10  現行または見直し案どおり 9 28 19 

0135 ○ ICT先進事業国際展開プロジェクト 3,874 3,530  廃止を含めた全面的見直し 2,426 1,701 ▲725 ▲725 

・全ての施策について見直しを行い、ＩＣ
Ｔ産業の国際展開に直接的に資する施
策に限定し、サイバー特区等の施策を
廃止

0136 戦略的な国際情報発信の実施 48 47  現行または見直し案どおり 23 43 20 

0137 ICT国際展開支援のための情報収集・分析 224 165 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

95 75 ▲20 ▲20 ・積算の見直し

0138 マルチバンドＩＳＤＢ－Ｔシステム研究開発 998 - 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0139 郵政行政における適正な監督 24 12  現行または見直し案どおり 21 34 13 

0140 郵便貯金・簡易生命保険管理業務の適正な監督 13 12  現行または見直し案どおり 6 13 7 

0141 郵政民営化の確実かつ円滑な実施のための調査研究 21 52  現行または見直し案どおり 12 16 4 

0142 郵便局ネットワーク及びサービス水準の適正な確保 24 8 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0143 郵政民営化後の金融サービスの適正な提供 20 7  現行または見直し案どおり 14 34 20 

0144 郵便・信書便事業におけるユニバーサルサービス確保と競争環境整備 32 22  現行または見直し案どおり 46 66 20 

0145 信書便送達サービスにおける品質評価の高度化及び国際標準化の推進に関する調査研究 53 42 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0146 国際政策の推進 51 26  現行または見直し案どおり 61 61 - 

0147 万国郵便連合分担金 200 200  現行または見直し案どおり 189 181 ▲8 

0148 アジア＝太平洋郵便連合分担金 1 1  現行または見直し案どおり 1 1 - 

0149 引揚者特別交付金支給事務費 8 7  現行または見直し案どおり 6 6 - 

0150 旧日本赤十字社救護看護婦等処遇経費 255 251  現行または見直し案どおり 237 226 ▲11 

0151 不発弾等の処理経費 51 23 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

89 45 ▲44 ▲44 ・想定される申請件数や実績を考慮

0152 一般戦災死没者の慰霊事業費 38 32 
 更なる見直し、改善が必要
（一部施策の廃止）

35 27 ▲8 ▲8 
・委託事業のうち普及啓発資料作成
を廃止

0153 基金事業推進経費 14 5  現行または見直し案どおり 2 5 3 

0154 一般戦災総合データベース整備経費 14 10 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

14 8 ▲6 ▲6 ・運用サーバ維持管理費を削減

0155 独立行政法人平和祈念事業特別基金運営費交付金 698 698 
 廃止
（２２年度で廃止）

354 - ▲354 

0156 ○ 恩給支給事業 2,692 2,610  更なる見直し、改善が必要 2,188 1,900 ▲288 ▲159 
・効率的な人員配置による人件費の
コスト削減
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0157 ○ 統計調査の実施等事業（経常調査等） 5,112 5,053 5,401 5,381 ▲20 ▲129 

・コスト構造の分析により、地方公
共団体委託費における旅費及び記入
者（報告者）手当を節減するととも
に、結果報告書（月報）の電子化
（ＨＰ掲載）に伴う刊行廃止によ
り、経費を節減

0158 ○ 統計調査の実施等事業（周期調査） 9,376 9,200 64,472 10,702 ▲53,770 -

・昨年の事業仕分け（国勢調査）の
結果を踏まえ、広報経費、コールセ
ンター設置費用等について経費を節
減した予算を23年度（経済センサス
等）に要求

0159 ○ 統計体系整備事業 11,299 10 763 11,923 10,580 ▲1,343 ▲753 
・統計専任職員配置費について、定
員削減の前倒し等を通じ予算を縮減

0160 国連アジア統計研修所運営事業 290 281 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

274 253 ▲21 ▲6 
・研修所ＬＡＮシステムの電子計算
機等借料の要求額の見直しを実施

0161 統計調査等業務の最適化事業 775 770 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

775 695 ▲80 ▲80 
・政府統計共同利用システム利用料
金等に関し、執行実績等を勘案し、
経費を節減

0162 独立行政法人統計センター運営事業 10,350 10,350 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

9,784 9,429 ▲355 ▲776 

・国勢調査を始めとする大規模周期
統計調査等の製表業務の確実な履行
を確保しつつ、第２期中期目標にお
いて求められている業務運営につい
て、さらなる高度化、効率化を推進
し、経費を節減

0163 政党助成事務委託費 161 148 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

161 23 ▲138 ▲138 ・委託事務の内容の見直し

0164 行政管理実施事業（管区行政評価局） 64 54 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

64 63 ▲1 ▲3 
・総合案内所のPC機器等を一括調達
することで、経費を節減

0165 行政評価等実施事業（管区行政評価局） 568 510 
 更なる見直し、改善が必要
（事業の見直し）

560 500 ▲60 ▲35 

・全国19都市で実施している総合行
政相談所の運営を始めとした既存事
業を見直し、これらに要する経費を
縮減

0166 地域における情報通信技術に係る地域連携及び促進に係る経費等（地方） 20 17 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0167 受信障害防止対策(地方） 15 12  現行または見直し案どおり 15 15 - 

0168 地域情報化の推進方策に関する調査研究（地方） 44 28 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

82 78 ▲4 ▲4 ・積算の見直し

0169 電気通信消費者保護に関する調査研究（地方） 5 3 
 更なる見直し、改善が必要
（事業の見直し）

22 6 ▲16 ▲16 ・電気通信モニター制度の廃止

0170 電波監視施設の整備・維持運用及び電波監視業務等の実施（地方局） 1,633 1,477 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

1,639 1,013 ▲626 ▲626 ・機器等の仕様の見直し

0171 総合無線局監理システムの構築と運用（地方局） 15 10 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

16 15 ▲1 ▲1 ・積算の見直し

0172 周波数逼迫対策技術試験等の実施（地方局） 163 148 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

164 144 ▲20 ▲20 ・積算の見直し

0173 無線システム普及支援事業（地上デジタル放送への完全移行のための送受信環境整備事業）（地方局） 128 30  現行または見直し案どおり 114 115 1 

0174 周波数の使用等に関するリテラシーの向上（地方局） 36 8  現行または見直し案どおり 18 23 5 

0175 公害紛争処理等に必要な経費 69 73 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

66 59 ▲7 ▲7 ・一般事務費の見直し

0176-1
消防防災体制等の整備に必要な経費（市民の救急相談に応じる窓口の設置（救急安心センターモデル事業）
及び緊急消防援助隊設備整備補助金等の補助事業を除く）

24,389 9,632 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

1,953 1,766 ▲187 ▲187 
・事業内容を重要性、緊急性の高い
ものに絞り込む

0176-2 ○ 消防防災体制等の整備に必要な経費（市民の救急相談に応じる窓口の設置（救急安心センターモデル事業）） 368 328  廃止 316 - ▲316 ▲316 ・廃止

0177 日本消防協会補助金に必要な経費 44 43 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0178 国民保護訓練負担金に必要な経費 94 72 
 更なる見直し、改善が必要
（事業の見直し）

83 82 ▲1 ▲1 ・訓練内容等の見直し

0179 緊急消防援助隊活動費負担金に必要な経費 26 -  現行または見直し案どおり 10 10 - 

 更なる見直し
（コスト構造の分析、大幅なオンラ
イン化）
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総務省

（単位：百万円）
平成２２年度 平成２３年度
当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ
№

公開プ
ロセス
対象

執行額
（支出済額）

予算監視・効率化チームの所見
（概要）

平成２１年度
予　算　事　業　名（単　位）

行政事業レビュー点検結果の平成２３年度概算要求への反映状況について

Ｃのうち反映額 反映内容
差引き

補正後予算額

公表用様式

0180 緊急消防援助隊設備整備補助金に必要な経費 6,119 5,926  現行または見直し案どおり 4,751 5,241 490 

0181 消防防災施設整備費補助金に必要な経費 3,161 2,776 
 更なる見直し、改善が必要
（効率化）

3,066 923 ▲2,143 ▲2,143 ・積算の見直し

0182 防災情報通信設備整備事業交付金に必要な経費 21,020 1,140 
 廃止
（２１年度で廃止）

- - - 

0183 消防防災体制等の整備に係る技術研究開発に必要な経費 579 540 
 更なる見直し、改善が必要
（事業の見直し）

536 418 ▲118 ▲118 
・事業内容を重要性、緊急性の高い
ものに絞り込み、事業の重点化を図
る

651,462 444,176 一般会計 235,021 181,534 ▲53,486 ▲14,371 

- - 交付税及び譲与税配付金特別会計 - - - - 

- - 交付税及び譲与税配付金勘定 - - - - 

- - 交通安全対策特別交付金勘定 - - - - 

16,709,798 16,706,197 一般会計 17,621,070 17,689,512 68,442 

51,855,208 51,434,611 交付税及び譲与税配付金特別会計 53,460,888 53,161,168 ▲299,720 

51,776,826 51,360,804 交付税及び譲与税配付金勘定 53,385,142 53,087,934 ▲297,208 

78,382 73,807 交通安全対策特別交付金勘定 75,746 73,234 ▲2,512 

17,361,260 17,150,373 一般会計 17,856,091 17,871,046 14,956 

51,855,208 51,434,611 交付税及び譲与税配付金特別会計 53,460,888 53,161,168 ▲299,720 

51,776,826 51,360,804 交付税及び譲与税配付金勘定 53,385,142 53,087,934 ▲297,208 

78,382 73,807 交通安全対策特別交付金勘定 75,746 73,234 ▲2,512 

合　　　　　計

行政事業レビュー対象

行政事業レビュー対象外
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